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保育施設の整備方法等に関するサウンディング型市場調査 

実施結果の公表について 

  

 令和 7年 2月 

村山市子育て支援課 

 

１ 調査の目的  

村山市では、現在、公設民営（指定管理者制度による運営）で設置している 

「はやま認定こども園」及び併設している「子育て支援センター」の施設の老

朽化に伴い、新築更新を検討しています。 

新たな施設に関し、より良い保育環境を整備するため、民間事業者の幅広いア

イディアを募集するとともに、事業への参入意向等について調査しました。 

 

２ 事業の概要 

認定こども園及び子育て支援センター施設の整備・運営等に関する事業。 

①整備場所    村山市立葉山中学校敷地内 

②整備・運営方法 検討事項 

③整備時期    4から 5年後開園に向けた整備 

④施設規模    ・認定こども園    定員 60人～90人程度 

          ・子育て支援センター 定員 10組の親子同時利用可 

 ※各定員は、整備時期の児童数で判断することとする。 

 

３ スケジュール 

内 容 期 日 

実施要領の公表 令和 6年 12月 20日（金） 

サウンディング参加申込期間 令和 7年 1月 14日（火）～24日（金） 

事前質問受付 令和 7年 1月 14日（火）～21日（火） 

個別対話の実施 令和 7年 2月 5日（水）～ 7日（金） 

令和 7年 2月 10日（月）・12日（水） 

サウンディング市場調査結果の公表 令和 7年 2月下旬 

 

３ 調査の参加者 

 ２法人 
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４ 調査結果の概要 

項  目 主な意見 

１ 本事業への参加意向 

 

・参加を検討する。 

・公設の場合、参加を検討する。 

２ 整備時期、整備場所、整備方法及

び運営方法への提案 

 

整備時期 

・義務教育学校の開校に合わせ、令和

10年 4月が望ましい。 

・4、5年後の開園を希望する。 

 

整備場所 

・現候補地が、義務教育学校との連携

に適している。 

 

整備・運営方法 

・児童数の推移を考慮すると公設民営

（指定管理者制度）が望ましい。 

・整備費に関し補助があれば民設民営

の検討の余地がある。 

 

３ 事業受託に必要とする条件等 

 

・児童数の減少が懸念される。 

・児童減少時の運営支援を求む。 

・民設の場合における整備費に関する

補助を求む。 

 

４ その他、保育事業に関する提案等 

 

・義務教育学校との連携について、積

極的に実施する。 

・児童発達支援事業所の併設について

検討可能である。 

・地域交流事業を推進する。 

・学童保育の併設は困難である。 

 

 

５ 今後の方針 

 今回の調査結果を踏まえ、また、今後において必要な聞き取りを追加で実施し、

整備方法や条件の整理・検討を進めていきます。 


